




















































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
自衛権がないとは言えない
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」と留保しつつ，「日本国内の米軍基地・施設等への攻撃は，
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日本の領域に対する攻撃に他ならず，これに反撃するのは，日本にとっての個別的自衛権
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
の行使と説明し得る



































































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
日米軍が国連軍の指揮下に入って速やかに行動し得るために日本国内の基地・施設を使用
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
するように安保条約等を運用する










































































































































（83）	 Paper,	 “Non-Diffusion	 Nuclear	 Weapons:	 Japan”	 undated,	 DEF ⑴	 National	 Security	 Action	
Memorandum239WG1&4,	1963,	PMDA,	1961-1966,	Box１.	Lot	Files,	RG	59,	National	Archives.
（84）	 黒崎輝『核兵器と日米関係』有志舎，2006年，42頁。
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府の方針は，米国の意に沿ったものと言えた。
そして同年12月，「事前協議の結果，日本に核兵器が持ち込まれるのを日本側が拒否す
る根拠・保障が明確化されていないのではないか」との問いに，高辻正己・法制局長官（林
修三の後任）は，「事前協議の対象となる『重要な装備の変更』には，核弾頭，中距離・
長距離ミサイルの持ち込み並びにそれを使用する基地の建設を含むと，日米両国政府間で
は口頭で了解されている」（85）と答弁していた。しかし，安保条約の改定交渉時，日本政府
側は「核兵器の持ち込み」を，「大型の核兵器が日本の国内に貯蔵・保管されること」と
捉え，「核兵器を搭載した艦船が日本及び領海内で寄港・通過すること」を問題として取
り上げていなかった（86）。
また，同じ年，米国はベトナムでの軍事介入（ベトナム戦争）を本格化させ，多数の米
軍基地を擁する日本は，軍事戦略上重要な拠点としての役割を担うこととなった。そして，
同時期，米国政府の内部文書（前出）では，「日本が自国内に制限している軍事面での協
力を拡大させる必要がある」（87）との一文が盛り込まれていた。
結論
鳩山内閣から池田内閣にかけての期間中，法制官僚は安保条約，自衛権，自衛力等の解
釈に関し，「自衛隊は日米安保条約に基づき米軍と協力した上で自国領域内の防衛に専念
するが，国外での軍事・安全保障活動を否定しない」，「核兵器については現実に保持しな
いものの，自衛の範囲内ならば憲法上保持を禁じられない」と，一定の枠内において「自
主的」な国防政策に取り組むという姿勢で答弁を続けた。それは，自国の防衛に専念する
という日本政府の方針とも，日本に自衛力の増強を求めつつ（日本を含めた他国に）核兵
器の拡散を阻もうとする米国政府の方針とも一致していた。
しかし，改定された安保条約で，岸内閣が日本の自立を示す最も重要な点として掲げた
「事前協議」という仕組みは，「米軍の行動に日本が拒否権を行使し得る」と明瞭にしな
かった。また，安保条約の改定に先立って作成された「安保条約と国連憲章との関係に関
する交換公文」すらも，現実には，日米安保条約に基づく軍事行動を「国連の権威の下」
に位置付けることにより，「日本が不当に戦争に巻き込まれると云う議論に対する」反論
を行う際の根拠となる側面を持っていた（88）。
その結果，法制官僚は，「米軍部隊の移動や核兵器の持ち込みに対する日本側の規制効
果」について，不明瞭な答弁を繰り返すこととなった。林自身は，「安保条約における『極
東』という文言は，この条約の適用地域や駐留米軍の出動範囲を特定するようなものでは
ないから・・・・はっきり定義づける必要はない」（89），「安保条約をとりやめれば，いわゆ
る事前協議の制約もなく，極東の平和と安全のための（米軍の）出動規定は，もとどおり
（85）	『第47回国会衆議院予算委員会議録第４号』1964年12月２日，５頁。
（86）	 山田久就（安保条約改定交渉時の外務次官）の証言（1981年10月）。『朝日新聞』2010年１月23日。
（87）	 op. cit,	Department	of	State	Paper	“Future	of	Japan”.
（88）	 東郷文彦『日米外交三十年─安保・沖縄とその後』中公文庫，1989年，53－54頁。
（89）	 林「法制局時代の思い出」，内閣法制局百年史編集委員会編『内閣法制局の回想』大蔵省印刷局，1985年，
19頁。
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（旧安保条約）の形で残る」（90）と改定安保条約について前向きに評価しており，これも日
本側の対米便宜供与を容認するような見解を表明し続ける素地となっていたと思われる。
しかし，旧安保条約から「物（基地等）と人（軍隊）の交換」という構造を引き継いだ
改定安保条約等の諸規定は，「極東の範囲」や「集団的自衛権の不行使」等の定義におけ
る曖昧さも手伝って，日米両国間の軍事協力や日本の軍事面における対米便宜供与を一層
拡大し得る要因となったのである。
（90）	 林「日米修好百年と安保条約の改定」『時の法令』1960年５月３日号，32頁。
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〔抄　録〕
鳩山内閣から池田内閣にかけての期間中，法制官僚は，「自国領域内の防衛に専念する
が，国外での軍事・安全保障活動を否定しない」，「核兵器については現実に保持しないも
のの，自衛の範囲内ならば憲法上保持を禁じられない」と，一定の枠内で「自主的」な国
防政策に取り組むという答弁を続けた。それは，自国の防衛に専念するという日本政府の
方針とも，日本に自衛力の増強を求めつつ（日本を含めた他国に）核兵器の拡散を阻もう
とする米国政府の方針とも一致していた。
しかし，改定安保条約で，岸内閣が日本の自立を示す最も重要な点として掲げた「事前
協議」という仕組みは，「米軍の行動に日本が拒否権を行使し得る」と明瞭にしなかった。
その結果，法制官僚は，「米軍部隊の移動や核兵器の持ち込みに対する日本側の規制効果」
について，不明瞭な答弁を繰り返した。さらに，旧安保条約から「物（基地等）と人（軍
隊）の交換」という構造を引き継いだ改定安保条約等の諸規定は，「極東の範囲」や「集
団的自衛権の不行使」等の定義における曖昧さも手伝って，日米両国間の軍事協力や日本
の軍事面における対米便宜供与を一層拡大し得る要因となったのである。
